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はじめに 

 

近年，温暖化による気候変動が顕著となっており，自

然生態系や我々の生活を脅かす大きな問題となっている。 
筆者ら（大西ら，2012a）は，筆者らの既存の研究（大

西ら，2012b）等を拡張することで，全国都道府県を対

象に，2000 年から 2050 年までのセクター別（農業，工

業，生活）の水需要量を社会経済的な要因や節水の効果

等を加味しながら推計できるモデルを構築してきた。本

研究では，このモデルの推計結果と水供給量（水資源賦

存量）を比較することで「水需給バランス」を評価する。 

 
１．水需要量の推計方法と水供給量の把握 

 
人口の推計はコーホート要因法を用いる。次に，将来

の経済成長率はシナリオごとに設定する。また，産業構

造は一人あたり県内総生産の関係から推計する。農業用

水需要量は耕地面積と農業用水原単位等を用いて推計

する。工業用水需要量（淡水補給量）は製造品出荷額等，

使用水量原単位，回収率等を用いて推計する。生活用水

需要量は人口，水道普及率，生活用水原単位等を考慮し

て推計する。最終的に，現状の傾向を最も反映する BAU
を基本に，最大と最小の水需要量を推計する。水供給量

は「日本の水資源」
1）

の水資源賦存量を用いる。 

 

２．結果および考察 

 
2000 年における日本の全用水需要量は 824.19 億 m3

となっており，これが 2050 年の BAU では 543.95 億

m3
，最大では 748.45 億 m3

，最小では 481.91 億 m3
とな

った（大西，2012a）。図 1 に，2000 年と 2050 年の水需

要量（最大）の結果と水供給量（渇水年水資源賦存量）

を，水供給量に対する水需要量の比率（水需給バランス）

として都道府県ごとに示す。この結果，大阪府，東京都，

神奈川県では，2050 年において需要量が水供給量とほぼ

同量ないしは超過し，特に東京都や神奈川県では 2000
年より水需給が逼迫する恐れがあることが分かった。 

 おわりに 

 
本研究では，各都道府県の水需給バランスを推計した

が，今後シナリオ設定や推計の時間・空間単位を細分化

することによって，より詳細な検討を進めていきたい。 
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図1 都道府県ごとの水需給バランス 

流域圏を単位に持続可能な地域構造を考える 
－限界集落，孤立集落，環境容量等の分析を通じて 
 

福井弘道*・井筒潤**・宮澤聡*** 

*, ** 中部大学中部高等学術研究所国際 GISセンター, *** メリーランド大学大学院 

 

はじめに 

 

持続可能な社会や地域の形成には，経済的な社会資本

の整備と同時に，豊かな自然資本の整備が必要である．

愛知県，石川県，岐阜県，滋賀県，静岡県，富山県，福

井県，長野県，三重県からなる中部圏では，複数の流域

圏が県をまたがって存在し，また多くの集落が中山間地

域に属している．そのため中部圏全域の持続可能な地域

構造を検討するためには，これらの資本整備に関する指

標の抽出とその可視化が重要である．本研究では，過疎

化や高齢化にともなう「限界集落」，自然災害によって孤

立する可能性のある「孤立集落」の分布を可視化した．

中山間地域では，2004年新潟県中越地震の被災地域でみ

られたように（照本ほか，2012），土砂災害によって道路

が遮断されることで集落が孤立し，情報伝達・救助・避

難・物資供給に困難が生じる可能性が都市部に比べて高

い．このリスクを各集落の人口に占める 65歳以上の割合

とともに分析することを本研究の目的とした． 

 
１．解析データおよび解析方法 

 
中筋ほか（2007）は内閣府におけるアンケート調査を

参考とし、道路交通による集落への外部からのアクセス

が土砂災害によって困難となる状況を孤立状態の判定基

準として提案しているが，本研究では集落が近隣の県庁

や市区町村役場から土砂災害によって到達困難になる状

態を想定した．集落のデータとして平成 22年国勢調査基

本単位区の統計を，道路ネットワークとして ESRIジャパ

ン提供の全国道路ネットワークデータセット(2010 年度

版)を用いて，県庁と市区町村役場からの到達圏ネットワ

ーク分析を行った．集落近隣の県庁や市区町村役場から

のすべての道路交通が国土数値情報土砂災害危険箇所デ

ータ(平成 22年)箇所が、自然災害の発生により崩壊し、

遮断されてしまった場合を孤立状態とし，孤立集落を抽

出した． 

 

２．結果および考察 

表 1. 人口・集落数の集計 

 
集落数 

限界 
集落数 

秘匿地域 
集落数 

人口 
人口 

(限界集落) 

対象地域全域 46,394 1,863 1,061 23,884,882 211,807 

孤立集落 
（市区町村役場
から） 

5,685 889 254 1,348,777 83,205 

孤立集落(県庁
から) 

10,715 1,034 308 4,293,591 106,114 

 

 

図 1. 孤立集落の抽出過程と孤立・限界集落の分布 

 

孤立集落として抽出された集落の人口，集落の人口構

成から限界集落と判定した集落の人口を集計した結果を

示す．地震や大雨等の土砂災害で市町村役場からの道路

交通が途絶え孤立する集落の人口は、対象地域の中部圏

9県の総人口の 6%の約 135万人に達し，また対象地域内

の限界集落のほぼ半数が孤立集落として抽出された． 

今後の課題として，孤立集落の分布や限界集落に特徴

的な集落自体の災害等への対応機能（地域防災力）の低

下をふまえ，緊急救援体制を検討するとともに、引き続

き社会資本・自然資本・環境容量などの地域構造の分析

を進めていく必要がある． 
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